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東伊豆町観光ヒアリング調査報告

狩野美知子・大田 隆之 。大脇 史恵

はじめに

静岡大学人文学部経済学科の教員からなる観光研究プロジェクト・チームは、伊豆地域ではこれま

で熱海市、伊東市、伊豆市、伊豆の国市、下田市といつたように市を中心に観光調査・研究を行つて

きた。しかし、今回はもう少し対象を広げ、東伊豆町でヒアリング調査を行つた1。

東伊豆町は人口13,892人 2の小さな町ながらも、昔から熱海市、伊東市に次いで伊豆地域で 3番 目

に宿泊客が多い3と ころである。これは東伊豆町を南北に走る伊豆急行沿いに、大川温泉、北り1温泉、

熱川温泉、片瀬温泉、白田温泉、稲取温泉という6つの温泉郷を有することが一因と考えられる。そ

の中でも稲取温泉と熱りII温泉の宿泊客が多い 【図2参照】4こ とから、調査は以下のように行つた。

・東伊豆Fra光協会

日 時 :2011年 12月 15日  13:00～ 15:10

応対者 :東伊豆町観光協会事務局長 楠山節雄氏

。東伊豆町役場観光商工課

同 時 :2011年 12月 15日  15:30～ 16:30

応対者 :東伊豆町役場観光商工課係長 森田七徳氏

主事 大田裕介氏

・稲取温泉旅館協同組合

日 時 :2011年 12月 16日  10Ю O～ 1lЮ0

応対者 :稲取温泉旅館協同組合 田村佳之氏

・稲取温泉観光協会および稲取温泉観光合同会社

1今回のヒアリング調査を含めた 2011年度の観光研究プロジェクトに対し、静岡大学人文学部より研究資

金の助成を受けた。また、ヒアリング調査にご協力いただいた楠山節雄氏、森田七徳氏、大田裕介氏、田

村佳之氏、大越未来氏、稲葉義仁氏に対して、ここに記して感謝の意を表する。
22011年 12月 31日 現在、東伊豆町ホームページより。
3『平成 22年度静岡県観光交流の動向』 (静岡県文化・観光部観光局)に よれば、2010年度の宿泊客は、

熱海市 2,622,638人、伊東市 2,591,700人 、東伊豆町 943,654人 となっており、これに下田市 805,939人、

伊豆市 769,690人 が続いている。
4東伊豆町観光商工課の資料によれば、2010年度の各温泉郷の入湯客数は、大川 17,451人、北川 103,223

人、熱川 389,005人 、片瀬 67,134人、白田14,931人 、稲取 393,817人 の合計 985,561人 となっている。

これらの数値は入湯税を支払つた人数がカウントされたものであるが、東伊豆町には大型日帰り入浴施設

はないため、入湯税を支払つた人数=宿泊客数とみなすことができる。ただし、この数値は『平成 22年度

静岡県観光交流の動向』 (静岡県文化・観光部観光局)と は少し異なる値となっている。
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日 時 :2012年 1月 30日  13:00～ 14:30

応対者 :稲取温泉観光協会および稲取温泉観光合同会社 大越未来氏

・熱川温泉観光協会および熱川温泉旅館協同組合

同 時 :2012年 1月 31日  10:00～ 11:10

応対者 :熱川温泉観光協会および熱り温泉旅館協同組合 稲葉義仁氏

調査にあたり、事前にこれまでと同様の調査項目を送付し、観光商工課と各観光協会では、最近の

観光動向、観光振興の取り組みや支援策、広域観光や伊豆観光圏における連携の状況を中心に調査を

行い、各旅館協同組合では、宿泊業における競争の変化、活動の現状と今後の課題、行政に望むこと

などのF13査を行った。なお、東伊豆町には6つの温泉郷があることはすでに述べたが、各温泉郷には

それぞれ観光協会と旅館協同組合が存在し、東伊豆 観ヽ光協会がそれらを取 りまとめる形をとつてい

る。また、稲取温泉観光協会は 2007年に全国公募により事務局長を選任し、注目を集めた。ところで

あるが、ここではその公募の効果についても調査を行つた。稲取観光合同会社は稲取温泉の住民有志

が出資して立ち上げた組織で、第 2種旅行業の免許を取得しているところである。ここでは組織の運

営方法、地域住民・諸団体との関係、連携の状況について調査を行った。本稿ではこれらに沿つた形

で、第 1節では東伊豆町全体の様子を、第 2節では稲取温泉と熱り|1温泉の様子をまとめていく。

1.東伊豆町全体

(1)観光の動向

図 1は、『平成 22年度静岡県観光交流の動向』に示された東伊豆町における観光交流客数、宿泊客

数、観光レクリエーション客数6の推移を表している。観光交流客数については、集計方法が数回にわ

たり変更されているため、その数値を単純に比較することはできないが、1988年度の 646万人から

徐々に減少をし、2010年度には 177万人にまで落ち込んでいる。1988年度に 207万人であつた宿泊

客は、1991年度の 231万人をピークに減少を続け、2009年度に 102万人、2010年度には 94万人と、

ピーク時の 4割 となっている。東伊豆町でも宿泊客が 100万人を切つたことに危機感を覚え、対策に

乗り出していた。それらの対策については次項で詳しく述べる。観光レクリエーション客数も、多少

の増減はあるものの宿泊客数と同じような傾向をたどり、1992年度のピーク時に 134万人であつた

が、2010年度には 82万人と、ピーク時の6割に減少している。

東日本大震災の影響により観光は大打撃を受けているといわれているが、伊豆地域は関東電力の管

内であり、計画停電の影響も受けた。この震災の影響で、2011年の 3月 。4月 の東伊豆町の宿泊客 (入

湯客)は対前年比 51%と 半減した。しかし、ゴールデンウィーク以降は徐々に持ち直し、10月 には

対前年比 95%に回復している 【表 1参照】。

6『静岡新聞』2006年 11月 21日 付朝刊および 2007年 2月 8日 付朝刊参照。
6基本的に、観光交流客数とは各地域を訪れた人の延人数で、宿泊客数と観光レクリユーション客 (日 帰
り客)を合計したものである。ただし、集計方法に数回の変更がカロえられており、1999年度以前は宿泊客

数と観光レクリエーション客数の合計が、観光交流客数と一致しない。
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図 1 東伊豆町における観光客数の推移

百万人

―→ ‐観光交流客  
―

宿泊客  
―

観光レクリエーション客

出所 :『平成 22年度静岡県観光交流の動向』(静岡県観光政策課)よ り、筆者作成。

注 :(1)観光交流客数の 1997年度までは、「観光客入込統計」の観光入込客数であり、1998年度からは調

査対象および集計方法を変更している。

(2)観光交流客数の 2000年度以降は、宿泊施設利用客数のうち、日帰り (休憩)客数を含まない。

(3)観光レクリエーション客数の 1997年度までは、「観光施設Jと 「季節行楽・行事」の合計の入込客

数。

表 1 東伊豆町の宿泊客数における

東日本大震災

入湯客数 (人 ) 対前年比

(%)20104千 2011年

3月 97,997 50,066 rol l

4月 66,981 34,434 51.4

5月 75,821 65,497 864
6月 67,275 54,713 813
7月 71,638 65,503 91.4

8月 116,944 106,383 910
9月 66,322 62,870 948
10月 77,831 73,981 951
11月 87,472

12月 77,027

1月 83,919

2月 96,334

合計 985,561

出所 :東伊豆町観光商工課資料より、筆者作成。

注 :宿泊客数は、入湯税を支払つた人数により算出。

やSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSS、 度
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ここで、後述する「得々キャンペーン」の応募はがきに付帯して行つたアンケー トの集計結果から、

東伊豆町の宿泊客の特性を簡単にみておこう。アンケート回答総数 5,308通の中で、東京都からの来

訪が 27%、 神奈川県からが 25%、 これに千葉県の 8%、 埼玉県の 12%を加えると、首都圏からが全体

の 72%を占める。静岡県内からは 11%と なっている。年代別でみると、60歳代が 25%と 最も多く、

これに 70歳代以上の 19%、 50歳代の 17%をカロえると全体の 61%と なり、年配客が多い。来訪の交

通手段は車が 57%、 電車 35%他となつている。旅行形態では家族連れが 67%と 最も多く、これに友

人 17%、 カップル 5%と 続き、個人客がほとんどを占める。来訪回数では、初めての人が 31%と 最も

多く、これとほぼ並ぶ形で 5回以上の人がいる。熱海市や伊東市に比べる7と 、やはりはじめての人が

多いようである。また、旅行目的は温泉が 84%と 最も高く、美味 しいものを食べる 80%、 自然景観を

見る 38%、 日当ての宿泊施設に泊まる 34%他 となっている。東伊豆町の関係者からは、「初めての訪

間が 30%(強)も存在し、驚きであつた。若い人が当地を知らないことも驚いた。」といった声が聞

かれた。

(2)観光資源と支援策

東伊豆町には誘客のコアになる施設や仏閣がないため、誘客のために地道な努力を積み重ねていく

ことが必要だと認識している。ターゲットとする客層は全方向、すなわち「たこ足」「人方美人」で誘

客に取り組んでいる。

客が求めるのは、“食と温泉"である。当地の観光資源としてまず、稲取のつるし雛、サービス、料

理の存在を挙げることができる。朝市で農協も漁協も観光客と関わる。多様な宿泊施設もある。大島

を最も形良く見ることができるのも伊豆半島の中では当地からであるという。また、200ヘクタール

のススキを有する細野高原があり、ススキで有名な箱根の仙石原の規模が 18ヘクタールであること

と比すと広大な広がりをもつ高原である。細野高原では 2月 に山焼きがあり、3月 には山菜採りが可

能である。さらには細野高原からの眺望が素IIIら しく、「海が見える高原」であり「地球が丸いことを

実感」できる。

東伊豆町温泉郷には6つの温泉地があるが、立地としては山あいにばらばらに存在している。ゆえ

に各温泉郷が自立してやってきているという事情がある。その中のひとつである熱川温泉は、温泉の

温度が高いことが特徴であり、地熱発電の可能性を秘める。地熱発電をめぐり県との取り組みが進め

られている。ここは唯一砂浜をもつ温泉地でもあり、この点は活用すべきであると認識している。熱

川温泉では花火も上げられている。また、大ノ|1温泉では蛍まつりが行われている。

誘客のためには、「そこにしかないもの」を活かして「新しい素材を提供すること」が必要で、マス

コミを動かすことも必要であること、これに加え、この取り組みをひっばっていく人間の存在が絶対

に欠かせない。

東伊豆町観光商工課によると、町内就業者の 7割がサービス業従事者であり、町議会でも東伊豆町

は観光で成立している町だということが共通に理解されている現状から「観光立町」とされている。

7「2010年度熱海市観光客動線調査報告書」 (熱海市観光企画室、回答総数 548人)によれば、来遊回数

で「はじめてJと 回答 した人は 18%であり、「平成 22年度伊東温泉観光客実態調査報告書」 (伊東市観光

課、回答総数 2,400人 )でも、「はじめて」と回答 した人は 18%であつた。下田市の場合は、少 し古いデー

タではあるが、「平成 17年度下田市観光客実態調査報告書」 (下 田市観光商工課、回答総数 221人 )によ

れば、「はじめて」と回答 した人は 20%で あった。
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しかし、各地域で観光客数が伸び悩んでいるため、誘客のための取り組みのひとつとして、2011年に

は初めて 「細野のススキ」イベントを町全体の取り組みとして展開した。細野高原はアクセスが悪い

(道が細い)ため、土日のみ 10人乗りの車 3台で、眺めのよい山頂まで観光客を運んだ。webやラ

ジオで宣伝を少ししたが、それよりも事前に宿泊施設の仲居さんや従業員にこの眺めを見せており彼

ら/彼女らが宿泊客に勧めるというロコミ効果が大きく、1,200人程の集客があり、評判も大変よかっ

た。今後は山頂に至る細い道を改善することを計画している。

大り|1温泉の蛍まつりについても、町全体のイベントとして取り組んでいる。東伊豆町内の各温泉地

でのイベントはあるが町全体でやっている取り組みがなかつたので、この取り組みを実施した。大川

温泉の蛍まつり開催時には、各温泉郷からシャトルバスで大川温泉に送客している。熱川温泉の花火

にもシャトルバスを出して送客するようになった。

こうして最近は、各観光協会の間に連携の動きが少し出てきた。たとえば熱川温泉観光協会・温泉

旅館協同組合では、東伊豆町観光協会との連携事業として、細野高原ススキ祭りに人員を派遣してい

る。また、大川温泉観光協会とほたる祭りを連携して行つている。

このほかにも、次のような取り組みを行つている。イベントとして、東伊豆町商工会主催による「東

伊豆お菓子コンテス トJが行われた8。 「ォリジナルスイーツ部門」と「雛のつるし飾り部門Jの 2部

Flか らなり、前者では東伊豆町由来の素材を活用したお菓子を、後者では同じく地域資源の雛のつる

し飾りにちなんだお菓子を公募し、審査の上表彰するというものである。また、グランプリ商品のレ

シピを紹介したり、スウィーツめぐりを企画したりした。これは町の間を周遊させることを意図した

取り組みである。

雛のつるし飾 りまつりに際しては、稲取を回る雛めぐリシャトルバスも出している。河津桜の季節

には大り|1温泉から各温泉郷を回る湯めぐりのシャトルバスを出している。花をテーマにしたイベント

も実施するなど、いろいろな素材 (観光資源)を使いながら、シャトルバスも出すなどして誘客を図

つている。

なお、こういつたイベント参加の時は日帰り客も宿泊客も多いが、通常は日帰りの観光客が多い。

よつて誘客については、連泊してもらうことではなく、まずは日帰りを宿泊につなげてもらうことか

ら取り組んでいる。

誘客のための支援策としては、さらに以下の取り組みもある。

2011年に「得々キャンペーン」を実施した。じゃらん lletでも告知を行い、2011年 10月 1日 ～

31日 の間に町内の宿泊施設 57軒に宿泊した人を対象とした。応募はがき (ア ンケー ト付き)を投函

すると500名 に 1万円の宿泊補助券 (町で使用可)が当たるというキャンペーンで、財源は町が支出

した。これは費用対効果がすぐに日に見え効果が実感できる取り組みであり、誘客の効果的なやり方

であつたと認識している。

産業団体別キャラバンも実施している。これは産業団体別 (役場、農協、漁協、商工会、観光協会)

に、他地域の市町村を回つて各団体の活動のアピールや東伊豆町の PRを行 うというものである。こ

うした取り組みは以前はあったが、ここ 10年間ほど行われていなかった。今回、東伊豆町観光協会

事務局長の提案と働きかけにより、この取り組みが復活した。こうした活動に対して町内の産業団体

から批判が出たが、町の観光が低迷している中で他に代替案もないことから、やるしかないというこ

とで合意を形成して実施した。

8詳細は東伊豆町商工会ホームページlhttp://Jlbasan infoん zu sweets/index httnDを 参照。
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産業団体別キャラバンによって取り組んだ誘客の取り組みのひとつが、「泊まってうれしいキャンペ

ーン」と題した取り組みのアピールである。各団体別のキャラバン先にて、このキャンペーンについ

て説明してまわった。これは、東伊豆町温泉郷の宿泊施設 (キ ャンペーンのチラシに対象施設が明記

されている)に宿泊したら、このキャンペーンのチラシに印刷されている「東伊豆まち温泉郷地域商

品券J(1,000円 )を東伊豆町観光協会と提携しているお店で使用することができるというキャンペー

ンである。商品券が利用されたならば、宿泊施設は 500円 、事業者は 100円 負担してもらうという仕

組みで行つた。この地域商品券は、紹介事業所 (キャラバンの訪間先の事業所)の押印および宿泊施

設の押印の両方がそろって初めて有効となる仕掛けにしている。この押印があるため、キャラバンに

行つた効果がどのように出ているのかの検証が可能となつている。

「泊まってうれしいキャンペーン」は、2010年 11月 ～2011年 3月 までの第 1弾、2011年 4月 ～

2012年 3月 までの第 2弾 と、2回にわたり実施しており、第 1弾では 600名 ほどの宿泊客を獲得、

第 2弾も2011年 12月 現在で 500名 ほどの集客につながっている。キャンペーン第 1弾については、

全体にかかるキャラバン費用として250万円ほどの予算を得て実施した。宿泊費および土産代を含め、

宿泊者一人当たりが地域に落とすお金を 15,000円 として計算すると、600名 をこのキャンペーンによ

つて集客できたことにより、900万円が地域の中で消費されたことになる。このように、このキャン

ペーンはかけたお金以上の費用対効果が出ており有効であるため、継続的に取り組んでいる。

東日本大震災以降の対策としては、商工会が「はがき大作戦」を実施した。これは友人や親族等に

葉書を出して町への訪間を誘 うものである。はがきの文面には、宿泊した施設にこの葉書を持参した

ならば、1000円分の地域商品券を渡すとも記した。この葉書を5,000枚 ほど出したところ、1,000名

程度が町を訪問した。これも費用対効果のわかりやすい取り組みであるといえる。

以上の例のように東伊豆町内では、稲取温泉が新しい取り組みを始めそれを町内に広げようとする

状況が認められるなど、連携に基づいた新しい観光振興の取り組みが認められるようになった。

観光振興に向けてであるが、地域を挙げての取り組みが大きな力になることは間違いないことでは

あるものの、根底には「伊豆はひとつずつ」を持ち続けることが大切で、金太郎飴になってしまって

はいけないと考えている。その上で、各々に恩恵があるような観光振興の取り組みを考える必要があ

る。

ここで示された 「伊豆はひとつずつJと いう言葉に象徴されるように、各地域独自の観光資源をき

ちんと認識し、あるいは未利用の観光資源があればそれを掘り起こし磨き上げ、当地独自の魅力を発

信する源として活かしていく取り組みは、必要不可欠であるといえよう。ただしここで陥ってしまっ

てはならないこととして、「伊豆はひとつずつ」という意識のもと、地域間連携の視点を欠いてしまう

ことを指摘できよう。たとえば伊豆観光圏については、主体間で宿泊客獲得のための競争が生じてい

ると言いうる事態が認められる。伊豆は各地域各々が豊かな観光資源を有する土地柄である。観光地

単体という「点」を主体として誘客する努力も必要であるが、それとともに、各地域との連携により

点と点が 「線」でつながり、その結果 「面」として伊豆を観光客にアピールすることができれば、他

の観光地に対して、伊豆地域の有する観光資源の優位性が増す可能性があるといえるのではないだろ

,か。
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(3)連携と広域観光

東伊豆町における観光振興の取り組みについて述べる。まず、観光振興の前提となる町内の主要観

光振興主体である東伊豆町の近年の財政状況と、東伊豆観光協会の事業予算の状況について述べる。

昨今の東伊豆町の財政は厳しい状況にある。自主財源の核である地方税は近年減収傾向にあり、国

からの財政移転と地方債を主とする依存財源の比率が上昇している。まず、歳入・歳出総額について、

2007年度約 43億 8000万 円、2011年度は 47億円となっており、微増しているものの総計額を一定

規模に抑えている。こうした状況において、2007年度予算では、地方税収は約 23億 7000万円とな

つており、歳入中 541%を 占めていたが、2011年度予算では約 21億 6900万円に減り、歳入中の比

率も46.2%に減つた。他方、2007年度予算における地方交付税、国庫・県支出金、地方債を主とする

依存財源の歳入中の比率は 36.1%と なっていたが、2011年度予算では47.0%ま で上昇している。この

間、主要な依存財源である地方交付税、国庫 。県補助金、地方債は一貫して上昇している。地方交付

税の動向をみると、2007年度は 5億 6500万 円で歳入中の比率が 12.9%、 2011年度予算では8億 3000

万円で歳入中の比率が 17.7%ま で上昇している。国庫・県支出金については、2007年度予算では約 3

億 6400万円で歳入中83%で あったのが、2011年度では約 6億 3900万 円で 136%、 地方債も2007

年度は約 2億 9500万 円で 67%であつたのが、2011年度には約 4億 7000万 円で 100%と 上昇してい

る。地方税が減収した要因は、町内の景気の低迷である。これによって減収した分を、国からの財政

移転と地方債を発行することで賄つていることが伺える。

次に、東伊豆 観ヽ光協会の現状について述べる。東伊豆町観光協会では、町内の 6つの観光協会か

ら会費として合計 550万円を得ているが、自主財源がほとんどなく、町の補助金がないと運営ができ

ない状況である。かつて、町から5,000万円ほどの補助金を受けていたが、現在は観光客の減少の影

響を受けた財政状況も反映し、年間約 3,000万円の補助金で活動している。補助金の額は大きく削減

されているものの、この節の②で触れたように、町行政は町が「観光立町Jを 目指しているというこ

とで観光協会への財政的支援が重要であると認識しており、一定程度の額を確保している。

以上の前提を踏まえ、町内における観光振興の近況について述べる。東伊豆町全体で観光客が落ち

込んでいることが温泉旅館を中心とする観光振興主体の経営・運営状況に直接影響し、個々の旅館等

の経営が厳 しくなることで、余裕がなくなっている。その結果、複数の主体で観光振興の取り組みを

しようとすると、活動に関わるコスト負担をどうするかという課題に直面し、結果としてなかなか観

光振興に取り組めない事態が生じている。

このように、東伊豆町においては、財政面では、実質的に観光振興は行政が担っている状況である。

こうした状況は東伊豆町に限らず、これまでにも他の伊豆地域でも聞いてきた事実であり、改めて、

この地域の観光振興は少なからず行政が支えている状況があることが確認された。そして、町の観光

振興予算や各観光振興主体の資金などが厳しい状況が、新しい観光振興の取り組みへの阻害要因にな

っていることが指摘されている。このことも伊豆地域で同様に認められる傾向である。

こうした状況の中で、地域内の主体を中心とする連携に基づいた観光振興を図る取り組みが行われ

つつある。そのきつかけの 1つは、この節の(1)で触れたように、2011年 3月 11日 に起きた東日本大

震災と、福島原発の事故による計画停電である。表 1で示したように、大震災直後からしばらく、東

伊豆町への観光客数は大きく減少した。この要因は、」R伊東線と伊豆急行の連絡がなくなることで

東伊豆町までの交通手段がなくなつたことと、風評被害である。観光客の激減により、町は大きな影

響を受けた。しかし、大震災が起きた直後である3月 19日 から21日 にかけての 3連体で 1000人以
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上の宿泊客の予約がキャンセルされないまま残っていたことから、この宿泊客を何とか確保すること

が町の課題となった。そこで、町内の各温泉郷にある利用可能な送迎バスを調査し、使えるバスを利

用して熱海から東伊豆町までの送迎を行つた。電車が利用できない中で送迎バスを用意したことによ

り、予約していた宿泊客を一定数確保することができた。これらの経験を通じて、町内の温泉郷が協

力して観光客を迎え入れるシステムが構築され、細野高原における「ススキ祭り」の送迎体制につな

がるとともに、その後の町内で連携した観光振興の取り組みへと至っている。

次に、東伊豆町と他地域が連携した観光振興の取り組みについて述べる。まず、東伊豆町では隣接

する河津町と協働 した観光振興の取り組みを始めた。東伊豆町ではかねてから町の観光資源である「雛

のつるし飾りJを利用した 「雛のつるし飾りまつり」を実施しているが、近年、この祭りを隣の河津

町の 「桜まつり」の時期に合わせて行っており、イベント期間中河津町と東伊豆町をつなぐバスを走

らせり、河津町と共同でパンフレットを作成したりして両方の祭りをPRし、観光振興を図つている。

こうした連携が生じた背景は、もともと単体で行われていた両町のイベントの双方に弱点があつた

ことがあり、従来から両町の関係が強かつた訳ではない。双方が抱えていた弱点は次の通りである。

河津町の 「桜まつり」が知られていたものの、河津町内に宿泊施設があまりなく、大きな宿泊施設も

なかった。他方、東伊豆町では「雛のつるし飾りまつり」を単体のイベントとして行うにはインパク

トが弱く、東伊豆町への集客の原動力にまで至っていなかった。これらの弱点を両町のイベントを結

びつけて行つて相互に補完することで、双方の弱点を克服すべく共同の取り組みが始まった。

更に広域的な観光振興の取り組みとして、現在、東伊豆町観光協会を中心に 3つの広域観光の取り

組みに参加している。第 1に、東伊豆町が中心的に参力日しているものとして、伊豆観光推進協議会が

ある。この協議会は伊豆地域全てが参力日しており、伊豆地域の広域観光振興を図ることを考えた場合、

この組織の形態が望ましいと考える。

第 2に、伊豆観光圏である。この観光圏については、地域内で取り組みの状況に濃淡が認められる。

本来であれば伊豆地域全体で 1つの観光圏を形成すべきところであつたが、部分的な参カロや熱海市が

抜ける事態になり、変則的なものになってしまった。

伊豆観光圏の中で取り組みに濃淡が認められることの背景の 1つに、観光圏の担い手である観光協

会等の人件費や事業費の負担が十分に行えない厳しい状況にあり、どの地域も自分たちのところで精

一杯であるため、広域観光振興まで手が回らないのが現在の状況である。そして、地域内の観光協会

がこうした状況にある背景には、観光来遊客数が伸びずに減少傾向にあることや、風評被害等の影響

が大きいことが考えられる。

第 3に、現在静岡県が重点的に取り組んでいるジオパーク構想である。この構想にも観光振興の担

い手が直面する課題が反映している。観光資源開発という点でジオパーク振興に取り組んでいくこと

は重要であることは理解しているが、現在、現場では明日・明後日のことが大事になつており、中長

期的な視野で観光振興に励む余裕がない状況である。

このように、東伊豆町が参加する広域観光がなかなか進展しない要因について、町内の観光協会で

は人的余裕がないことが挙げられる。このことは、東伊豆町に限らず伊豆観光圏内の他地域の観光協

会などにも認められる。地域が抱えるこうした状況もあり、かねてから有数の「観光都市」の 1つで

ある伊東市と、他地域では、観光振興に対する力量にも差が生じていると考えられる。

また、次の点も要因として挙げられる。観光圏内で連携した取り組みが少しずつ動き始めても、主

体間、地域間で宿泊客を引き込むための利害対立が生じて十分な調整をすることが難しいような事態

が時折垣間見られる。その結果、連携よりも、地域間や旅館・ホテル間での宿泊客数獲得のための競
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争が起こるのではないかという懸念が生ずる。こうした観光圏内の利害対立が、観光圏として具体的

なイベン トヘの取り組みや観光商品開発等ができないことの要因ではないかと考える。

以上、東伊豆町における連携に基づいた観光振興と広域観光について述べた。東伊豆町では、近年

の観光の低迷と東日本大震災による風評被害の影響もあつて、町内の主体と連携した観光振興が徐々

に実施されつつある。しかし、今実現している連携は町内や隣接する河津町との連携にとどまってお

り、より広域の連携まで至っていない。この背景には、黙政上の制約が厳しいことと、人員 。人材不

足があり、地域聞・主体間の利害対立への懸念がある。

今回の間き取り調査から、連携に基づいた観光振興について、近年伊豆地域では極めて近い地域や、

利害が相互に補完関係にある地域では連携が生じていることがわかった。こうした状況について、産

業集積やイノベーションをめぐる議論で展開されている「近接性Jを めぐる議論から考えると、次の

ことがいえる9。

まず、東伊豆町では、地理的にも認知的にも近い主体間や地域間でのみ連携が図られている状況が

認められる、ということである。このことから、少なくとも東伊豆町では、既存の知識基盤の延長線

上に起こる知識創造により生ずるという漸進的イノベーションが生まれる可能性がある。

そして、東伊豆町という空間領域を超えるような、地域を越えた主体間の連携を図ることが難しい

状況があることも判明した。この点については、東伊豆町に限らず、伊豆観光圏をめぐってこれまで

行つてきた調査でも度々指摘されてきた事実である10。 伊豆観光圏という、より広域のレベルでの観

光振興が現段階で難しいことは、少なくとも東伊豆町について次のインパクトをもたらす。それは、

他地域の主体が有しうる、既存の知識基盤には認められないような新奇の知識やアイデアを得ること

が難しいということである。このことは、こうした知識やアイデアを吸収して活用した結果生ずるラ

ディカル・イノベーションの可能性が低くなっていることを意味する。

以上のような東伊豆町及び伊豆観光圏の現状をどう評価するかは、難しい。しかし、追カロ的で、か

つ漸進的イノベーションからは生じないような観光商品が倉」出される源泉となるラディカル・イノベ

ーションが起こりづらい状況にあることは、東伊豆町にとって、そして伊豆観光圏にとって、必ずし

も得策ではないと考える。東伊豆町を含む伊豆観光圏において観光客の減少傾向が上まらない状況に

ある中で、この地域で観光振興のためのイノベーションが起こる可能性を少しでも残しておくことは、

近年の停滞状況を緩和する 1つのきっかけになろう。イノベーションを図つていくためには、広域連

携に向けた取り組みを少しでも推進していくべきである。

現在、東伊豆町を始め、伊豆地域では財政、人員。人材不足という大きな課題を抱えている。また、

伊豆観光圏に参カロする各主体の経済的利害が対立していることが、広域観光のための連携を妨げてい

ることも認められる。こうした状況の中で連携に基づいた観光振興や広域観光を推進してイノベーシ

ョンを実現していくための打開策には、これらの課題の克服、緩和のための取り組みが求められる。

このうち、人員 。人材不足への対応について、国レベルで注目すべき動きがある。総務省は、2012

年度より東京、愛知、大阪の三大都市圏を拠点に活動する企業の若手社員を市町村に派遣する事業を

9昨今、観光振興でもイノベーションが必要であるという議論が起こりつつある。野方 (2011)を参照。
また、観光庁も2008年度から「観光産業のイノベーション促進事業」を実施しており、その成果を「観光

産業イノベーション推進ガイ ド」(理論編、ケース編)と してまとめ、公開している (観光庁ホームページ
「『観光産業イノベーション推進ガイ ド』が完成しました I」 )。 ここで注目した近接性をめぐる議論は、水

野・立見 (2007)、 水野 (2010)の議論である。彼らは、地理的な近接性を、制度的・組織的近接性や認

知的近接性を補完するものとして位置づけている。
10狩野・野方・太田 (2011)お よび大田 (2012)を参照。
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実施するという11。 総務省が行おうとしている人的支援が伊豆地域で必要であることは、かねてから

筆者が主張してきたことである12。 しかし、報道されている総務省の人的支援は市町村の支援にとど

まっており、伊豆観光圏のような広域的な組織は支援対象に該当しない。広域観光というアプローチ

で地域振興を図ることを考えた場合、支援対象を市ヽヽ に限定する総務省の支援策は限界があるとい

えょぅ13。 市町村に限定した人的支援を越えた枠組みも、今後検討されるべきではないかと考える。

但し、観光振興を図るための人的支援は慎重に行われる必要がある。観光振興のアイデアがあり、

観光商品や地域振興の PRに関する技法に通じている人材が必要となることは当然であるが、それら

にだけ通じているのではなく、観光振興を図る主体間の利害調整を行い、合意の形成まで導く観光振

興のファシリテーターであることも求められる1ち 伊豆地域では主体同士で競合関係にあることが少

なからず作用しており、このことが連携を阻害している要因の 1つになっている可能性があることか

ら、こうした阻害要因を緩和することができる人材が求められる。総務省の支援制度の具体的な内容

はまだ明らかにされていないが、こうした支援が地域振興に功を奏するか否かは、今後注視する必要

がある。

“

)その他

団体宴会型の宿泊客からグループ 。家族 。2人連れの宿泊客へのシフトに伴い、宿泊施設も様代わ

りをしている。たとえば、高級旅館の中には 700人収容の施設から500人収容に施設設備を変更し、

高級でゆとりのある施設にしたところもある。一方で、低価格チェーンのホテルを展開する伊東園グ

ループが、稲取に 1軒進出している。この他にも、再生旅館として、おおるリグループ 2軒 (いずれ

も熱川)、 うたゆの宿 (熱川)、 ホテルセタスロイヤル (熱川)、 カターラ福島屋15(熱川)、 つるや (北

川)な どがある。こういった町外の資本による再生については、「入湯税が入 り、法人税の滞納も解消

し税収の安定が図れる」という意味で、町としては一定の評価をしているようだ。

外出支援 (ト ラベル・サポー ト)の取り組みは、当初は新たな顧客層を呼ぼうとして始めたもので

あるが、地元住民にも旅行に行きたくても行けない人がおり、やがてこれらの人のサポー トをするよ

うになつたことが東伊豆町の外出支援の特徴である。

担当者には「トラベルヘルパー」という資格を取得してもらい、この取り組みを実施している。「ト

ラベルヘルパー」の育成は国からの緊急支援を財源とした取り組みであり、町のお金を使わないで人

を育てていることになる。有益な取り組みであることが認められるため、町長によると、緊急支援が

11『 日本経済新聞』2012年 1月 1日 付朝刊 「市町村に若手派遣 総務省が支援 都市部の企業 観光など
に一役」を参照。報道によると、派遣された社員は観光開発などの分野で地域をアピールする戦略づくり
に取り組み、1つの自治体に最大 3年、異業種である企業から派遣される若手社員を2人派遣するという。
初年度は 10地域 20名程度でスター トし、派遣先の自治体には 1人あたり上限 350万 円の特別交付税を交
付する。派遣する企業の側も社員研修や販路開拓、地域との関係強化といつたメリットがあるということ
で、前向きに検討しているという。
12注 10と 同じ。
13無論、市町村に派遣された人々が連携・協力できれば、市町村の枠を超えた広域観光振興を図ることは
可能であるが、これは派遣された人々同士の自発的な努力に依存するものであり、常にこれが成り立つと
は限らない。広域観光振興への支援を検討する場合、こうした派遣された人々による自発的な努力に依存
するのではなく、観光圏のような広域的な組織を支援対象とする制度を実施することが必要である。その

際、こうした支援は観光庁や観光庁を所管する国交省、また都道府県が実施することがあり得よう。
14詳細は大田 (2012)を 参照。
15『静岡新聞』2009年 11月 17日 付朝刊参照。
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終わっても、1人はトラベルヘルパーを町に確保できるように手当てしていく方針であるという。

旅のサポー トをするトラベルヘルパーのサービスを受ける人のリピーター的な動きも出てきている。

これを受け、宿泊施設の側も、 トラベルヘルパーの支援を受ける人を顧客として認識するようになつ

てきた (今までは顧客として見ていなかつた)。 和室ではなく簡易ベッドを導入した部屋、バリアフリ

ーを進めたお風呂の整備、といった取り組みが宿泊施設においても始まっている。

インバウンドについては、中国人の宿泊客は単価が安く、弾丸ツアーが多いため、ほとんど取り組

まれていない。東伊豆町観光協会のホームページの多言語化はこれから取り組まれる予定であり、宿

泊施設の受け入れ態勢も整つていないというのが現状である。

2 稲取温泉と熱川温泉

図 2は、東伊豆町における6つの温泉郷の宿泊客数の推移を表したものである。これを見ると分か

るように、6つある温泉郷の中でも稲取温泉と刹 II温泉の宿泊客が多い。ただし、稲取温泉の宿泊客

が多くなつたのは 30年 くらい前からで、それまでは熱川温泉のほうが集客力があつた。 しかし、稲

取温泉も宿泊客が徐々に減少し、2008年頃から両者の宿泊客数はほぼ同じくらいの人数となっており、

2010年度は稲取温泉が 393,817人、熱り|1温泉が 389,005人 となっている。熱川温泉のピークが 1973

図2 東伊豆町各温泉郷の宿泊客 (入湯客)数の推移
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出所 :東伊豆町観光商工課資料より、筆者作成。
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０

　

　

０

０

一ソ
「〕０

‐
11-



年度の 773,541人 、稲取温泉のピークが 1987年度の 849,120人であつたことから見ると、いずれも

半減している。

また、旅館協同組合にカロ盟している宿泊施設数においても同じような傾向が見られる。熱り|1温泉で

はピーク時に 39軒であつた宿泊施設が現在は 17軒と6割減少している。稲取温泉では 1993年度か

らのデータしか得られなかったが、1998年度に 31軒であつた宿泊施設が、現在は 20軒と3割減少

している 【図 3参照】。また、第 1節④ で示したように、熱り|1温泉で現在営業している 17軒のうち 5

軒が再生宿泊施設となつている。これらのことから考えると、熱川温泉のほうが宿泊施設を取り巻く

環境が、より厳しいことが分かる。

図 3_稲取温泉と熱川温泉の旅館協同組合加盟施設数の推移

軒
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出所 :各旅館協同組合資料より、筆者作成。

(1)稲取温泉 (稲取温泉旅館協同組合、観光協会、観光合同会社)

旅館協同組合では「雛のつるし飾りまつりJ(2012年 1月 20日 ～3月 31日 、第 15回)を主催 し、

稲取で開催されるイベント5会場のうち2会場を旅館協同組合で運営している。また、観光協会の主

催では、6月 上旬に開催される「どんつく祭り」(2011年、第 46回 )、 7月 下旬の「潮風よさこいま

つり」(2011年、第 9回 )、 10月 の「細野高原ススキ祭 りJが開催されている。ただし、「細野高原ス

スキ祭り」は稲取を中心に東伊豆町も資金面の負担をし、東伊豆町観光協会とともに町全体のイベン

トとして行つている。

前節で述べたように、稲取観光協会は 2007年に全国公募で事務局長を募集し、渡辺法子氏が 3年

弱の間、その任にあたつた。この渡辺氏の評価に関しては、以下の3点にまとめられる。

①宣伝効果 :全国公募により注目され、稲取という地名の宣伝となった。また、渡辺氏就任後もメ

ディアからの取材が多く、稲取という地略を全国に発信できた。

②着地型体験ツアーの上台作り:渡辺氏がアイデアを出し、地域住民がボランティアとしてその実

現化に取り組んだ。渡辺氏は、このボランティアの人材育成・組織化に力を発した。
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③地域住民の意識変革 :「観光は旅館が取り組むものだJと いう地域住民の意識16が 変わり、観光に

目を向けるようになった。

こういつたプラス評価はあるものの、宿泊客の減少に歯止めはかからなかったというマイナス評価

も一方である。ただし、宿泊客の人数そのものは増えてはいないが、新たな人材の開拓・育成やボラ

ンティアの組織化はできてきており、今後の取り組みのための「芽」は育っていると言える。前事務

局長が辞めた後、住民の意識は低下してきてはいるが、これはいわゆるマンネリ化と東日本大震災で

観光客が減少したことによると考えられている。

このような人材育成の体制が作られていく中で、稲取の住民を中心に 50人ほどの人たちが出資し

て社員となり、稲取観光合同会社を設立した。ここは 900万 円ほど集まった出資金をもとに、第 2種

旅行業免許17を取り、着地型体験ツアーを作つて販売している。このツアーの参加者は、設立当初の

2008年度には 500人であつたが、2009年度に 1,214人、2010年度に 1,966人 と、順調に増加して

きた。2011年度は 1,650人 と人数的には少し減少したが、売上額は過去最高を記録した。これは、2010

年度は大手旅行業者からの申し入れで、あるツアーを大量に安く販売したために、人数が増加した割

に売上額はそれほど伸びなかったためである。ツアーは、珍しいカニ漁を体験する「ひつこくり大作

戦 !」 、独特な歴史文化伝統を感じながら散策する「おもしろ屋号まち歩きJ、
「稲取のかあちゃんと作

るぼつこじょうり」、達人が案内する水中世界を楽しむ「バブルスノーケリングJな ど、全 37種類が

用意されている。

観光合同会社は、実質的には出資者の一部の社員が運営を行い、ツアーの開催者やガイ ドに手数料

や賃金を支払うと、余剰利益を産み出すところまでは至らず、経営的にはなかなか大変な様子がうか

がえた。現在、観光協会事務局を 1人で担つている大越氏が、観光合同会社の事務も無料で引き受け

ている。調査時には、大越氏が稲取を好きな様子がうかがえ、町外出身の大越氏だからこそ感じる稲

取の良さを、あらゆる機会を捉えて積極的にアピールしていると感じられた。観光振興において、そ

この地域を好きになつた地元民以外の「風」を取り込むことは、大きな力となることを再確認した。

ここで、この観光合同会社と稲取温泉旅館協同組合、リハビリ推進センター株式会社が協同で企画

した「リハビリ旅行」を紹介しておこう。これは宿泊施設の設備は現状のまま、駅での階段昇降練習、

宿泊施設での歩行練習、海岸での歩行練習など、自然や地元とのふれあいを体験しつう、「バリアを排

除するのではなく、バリアをリハビリの用具として活用」しようというものである。また、その家族

も一緒にリフレッシュするというものである。このプログラムは、宿泊施設をはじめとする稲取の町

の状況をバリアの観点から調査をし、それを利用して各自の状態にあわせて作成される。諸条件がう

まく重なり、全国でも初めて稲取で実施されることになった。現在はまだ 1組 2泊の参カロであるが、

メディアで取り上げられてから問い合わせもあり、宿泊施設の側も顧客として取り組み始めた。

従来から、障害があったり高齢であったりするために、旅行をしたいが 1人で出かけるのに不安が

ある人は、自宅を出て旅先を回り帰宅をするまで、プロの介護者とともに旅行を楽しむという発地型

の トラベル・サポー トは存在している。これに対して、ここ稲取では前節(41で述べたように、稲取駅

でサポー トの必要な旅行者を出迎え、稲取を旅行する間付き添うという着地型のトラベル・サポー ト

に取り組んでいる。このこと自体は新しい取り組みであるが、いずれにしてもバリアフリーというこ

とが旅行を楽しむうえで大事な要素となるため、宿泊施設の側でもバリアフリーに対応 した施設に改

16行政側は「観光立町Jを掲げ、行政も町民も観光で成り立つ町として認識しているという話であつたが、

実際には多少意識のズレがあったようである。
172012年 11月 の更新時には、第 3種旅行業免許に変更する予定とのことであつた。
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修をする必要がある。しかし、この「リハビリ旅行」は施設の改修をしないで既存のものを利用する

ため、新たな設備投資をしなくても宿泊客を呼び込むことができるというユニークな発想である。ま

た、1人 1人に合わせた究極のオーダーメイ ドの旅行であるため、大手旅行業者がパック化に取り組

むことは困難であり、リハピリ副1練を行 うための諸条件もクリアしなくてはならないため、簡単にマ

ネができるものでもない。

次に、稲取温泉観光協会と観光合同会社が参加する広域観光振興について述べる。温泉観光協会、

観光合同会社が参カロする広域観光振興の取り組みの 1つに、伊豆観光圏がある。観光協会では伊豆観

光圏でも稲取をPRするべく、観光圏内に設置された作業部会や各種会合に毎回参加しており、度々

会議の場でアイデアを提示してきた。

しかし、伊豆観光圏の状況を見ると実際の連携はなかなか難しい。これまで参加する限り、伊豆観

光圏を構成する各主体には取り組み状況に差が認められる。また、地域の間で望んでいる観光振興の

あり方に差が生ずることがある。参加主体の経済的利害が対立し、観光客を奪い合いになるような状

況になると、連携が図れない。伊豆観光圏をめぐるこうした諸点は、下田市や南伊豆町、そして東伊

豆町内でも指摘されてきた。伊豆地域における連携に基づいた広域観光振興は始まったばかりの段階

であるが、緩和・克服すべき課題は多くあるのが現状である。

(2)熱川温泉 (熱川温泉観光協会、旅館協同組合)

熱り|1温泉は、伊豆急行の開通 (1961年 12月 )、 国道 135号バイパスの開通 (1967年 )、 テレビド

ラマ「細腕繁盛記」の放映 (1970年代初め)により、団体客を取りこんで大きくなった温泉郷である。

この頃から、訪れる宿泊客を収容するために宿泊施設の大型化が始まり、施設規模を拡大していった。

現在は、施設規模を拡大した時の投資額が回収できず、経営難から廃業・町外資本による再生が行わ

れている。宿泊客の変化に対応できず、宿泊施設が大幅に減少した典型的事例といえる。

観光協会は、旅館協同組会加盟施設を中心に、観光施設・飲食店・スーパー・宿泊施設の取引業者

から成り立っている。中核は旅館協同組合のメンバーが担い、この組合と観光協会の枠組みを意識す

ることなく活動をしている。この地域の旅館経営者は、かつては時間的余裕があり町行政も担ってい

たが、最近はそういつた余裕がなくなってきている。

現在、観光協会が取り組むイベントは、4月 の桜まつり、7月 と 12月 の花火大会、7月 末と8月 末

の子供対象のアジのつかみどりが主なものである。海水温も高く、冬にも遊べる海という取り組みを

したこともあるが、最近は海水浴の経験のない親も増え、海水浴客を取り込むのは難しい状況である。

また、東伊豆町で唯一砂浜を持つ熱川だが、最近は必ずしも砂浜が有利ではなく、岩場での機遊びの

ほうが好まれる傾向にある。

静岡県が観光振興事業の 1つとして実施するニューツーリズムに対する補助金を利用して、湯めぐ

,チケットを作成し販売している。これは、1枚 1,200円 (6ヶ月間有効)で、「高磯の湯」と旅館協

同組合カロ盟の 2施設で入浴できるというもので、2011年 8月 に販売を開始し、現在は宣伝・周知に

取り組んでいる段階である。これを利用して観光客の剰 |1周遊につなげたいと考えている。

熱川温泉のウリは、あちこちから自噴する 100℃の温泉である。源泉から湯やぐら越しにモクモク

と湧き上がる湯けむりの風景は独特のものである。湯量も多く、静岡県が取り組む温泉熱発電の候補
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地の 1つ 18と なっている。熱ノ11と しては、発電そのものより湯量をアピールできればよいと考えてい

るようだ。この温泉そのものを観光資源とする取り組みの 1つ として、全国各地で湯治を活用した地

域振興の取り組みが行われている19。 伊豆地域内でも、伊豆市が湯治による長期滞在型観光の振興に

取り組んでいる20。 熱り11は湯の温度も高く湯量も多いことから、湯治客対象の安い宿泊施設や温泉の

湯気を利用した地獄蒸しの料理など、別府温泉での取り組みが参考になるのではないかと考える。

富士山静岡空港が開港し、インバウンドにも取り組もうとしていたところで 2011年 3月 の大震災

が起こり、現在は誘客があまり進んでいない。但し、中国人客が増加すると日本人客が減るためヽ外

国人客を積極的に誘客するためには、宿泊施設としても覚悟が必要だと考えている。また、低価格化

では、自営の宿泊施設は経営が成り立たず、経営環境の厳 しい中、改善の方策を模索しているといつ

たところである。

次に、連携に基づいた観光振興について述べる。温泉観光協会から見て、やはり伊豆観光圏の参加

主体間で宿泊客獲得のための競争が生じていると言いうる事態が認められる。他方、従来から東伊豆

町では、JTBの地域支部や漁連と地区内の旅館・ホテルが話し合う場があり、そこで連携した観光振

興を実施してきた経緯がある。これまでにЛ円 では伊豆エリアの商品として熱りIIが取り上げられたこ

ともある。こうした場がある中で、伊豆観光圏がこうした場を越えた観光振興を図ることができるか

というと、そうとは言えない現状である。伊豆観光圏のこれまでの取り組みや経緯を見る限り、そこ

までの期待を持ち得ない。カロえて、熱り|の観光客数が落ち込む状況の中で、広域観光を含め、どうす

れば観光客が戻つてくるか思案しているが、ジオパーク構想を含め、観光客が戻る打開策まで至って

いない。
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